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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 2,118 △10.8 218 △47.9 225 △46.3 89 △60.0
23年3月期 2,374 5.2 418 39.3 418 39.4 223 50.0

（注）包括利益 24年3月期 89百万円 （△60.0％） 23年3月期 223百万円 （50.0％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 1,314.09 1,290.73 5.1 10.4 10.3
23年3月期 3,386.18 3,312.50 13.5 20.3 17.6

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 2,137 1,768 82.8 25,634.31
23年3月期 2,185 1,742 79.7 25,745.72

（参考） 自己資本   24年3月期  1,768百万円 23年3月期  1,742百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 438 △407 △76 677
23年3月期 579 △429 △51 723

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 1,000.00 1,000.00 67 29.5 4.0
24年3月期 ― 0.00 ― 1,100.00 1,100.00 75 83.7 4.3
25年3月期(予想) ― 0.00 ― 1,100.00 1,100.00 189.7

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 949 △18.9 △19 ― △19 ― △19 ― △275.37
通期 2,050 △3.2 80 △63.3 80 △64.5 40 △55.1 579.73



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 72,789 株 23年3月期 71,307 株
② 期末自己株式数 24年3月期 3,791 株 23年3月期 3,613 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 67,843 株 23年3月期 65,861 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 2,118 △10.8 215 △48.0 223 △46.4 88 △60.3
23年3月期 2,374 5.4 415 39.5 417 39.5 221 45.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 1,297.13 1,274.08
23年3月期 3,361.90 3,288.74

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 2,134 1,765 82.7 25,586.86
23年3月期 2,183 1,740 79.7 25,714.35

（参考） 自己資本 24年3月期  1,765百万円 23年3月期  1,740百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続の対象外であります。この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表
の監査手続は完了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社として
その実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は、様々な要因によって異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績
予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料5ページ「1. 経営成績 (1) 経営成績に関する分析」をご覧下さい。 
・決算補足説明資料はTDnetで平成24年5月10日（木）に開示し、同日、当社ホームページに掲載する予定であります。 
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（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度における業績につきましては、売上高は2,118,797千円（前年同期比10.8％減）、営業利益は

218,063千円（前年同期比47.9％減）、経常利益は225,057千円（前年同期比46.3％減）、当期純利益は89,151千円

（前年同期比60.0%減）となりました。なお、事業整理損失19,750千円を特別損失として計上しております。 

セグメントの業績は、以下のとおりであります。なお、各業績数値は、セグメント間の内部取引消去前の金額で記

載しております。 

①クラウドソリューション事業 

当社グループは、不動産業を営む企業を主な顧客として、不動産物件情報管理データベース・システムを中心とす

る不動産業務支援システムをクラウドサービスとして提供しております。消費者による不動産物件情報検索の多様化

ならびに情報ニーズの高度化という流れはますます強まる傾向にあり、その高度化する消費者ニーズは、不動産業の

情報産業化を強く促しております。不動産会社において、そのようなニーズに対応し、より良いサービスをエンドユ

ーザー向けに提供していくために、不動産物件情報及び顧客情報のデータベース管理は不可避な状況となってきてお

ります。また、不動産物件情報検索における主導権が消費者側に徐々に移行していく中で、不動産会社にとって顧客

との適切な関係構築、顧客情報の管理、及び情報セキュリティ確保の重要性はますます高まりつつあります。加え

て、不動産業界においても事業継続計画の必要性が叫ばれる中で、その解決策としてのクラウドサービスへの期待は

ますます高まりを見せております。当社グループは、不動産会社にとってコスト効率性の高いクラウドサービスで、

そのようなニーズに対応する一連のデータベース・システムを不動産会社に提供することで、全国の不動産会社の業

務を支援するサービスを展開しております。 

 当連結会計年度における営業体制については、平成23年４月に営業推進本部を新設し、マーケティング全般と既存

顧客のフォローを専門とする部署の強化・拡充を図り、当社のコア事業である拡販クラウドサービスの新規顧客の開

拓活動及び既存顧客へのフォローアップ営業活動に注力してまいりました。販売促進活動としては、当社のクラウド

サービスを利用した成功事例や今後の不動産業におけるベスト・プラクティス等を紹介するセミナーの開催、不動産

関連の展示会への出展、宣伝広告の強化等を通じ、当社のクラウドサービスをより多くの不動産会社に紹介するとと

もに、サービスの認知度の更なる向上に努めてまいりました。 

クラウドサービスの新規開発につきましては、既存の各サービスの機能拡充を随時実施してまいりました。特にホ

ームページ構築ツールにおいては、スマートフォン対応並びにソーシャルネットワーク対応を進め、ユーザーである

不動産会社に最新の機能を利用いただけるようバージョンアップを重ねてまいりました。また、各サービス及び各種

オプション機能の機能強化並びにワンパッケージ化作業を引き続き推進しており、不動産会社の基本業務全域をカバ

ーする、より使いやすい新サービス（「ＥＳいい物件Ｏｎｅ」※平成24年４月リリース）の提供開始に向けたサービ

ス開発並びに準備作業に注力してまいりました。 

社内業務体制につきましては、内部統制の推進、業務効率化に向けた組織体制の見直し、及び社員のコストに対す

る意識強化の徹底に継続的に取り組んでおり、当社サービスのサービスレベル（サービスの安定提供・品質）向上へ

向けた社内体制の強化を図ってまいりました。 

（ⅰ）売上高 

クラウドサービスにおいては、当社の主力サービスである不動産物件情報管理データベースを軸に、賃貸管理ツー

ル、自社ホームページ構築ツール（スマートフォン対応機能含む）、営業支援・顧客管理ツール等の当社拡販サービ

スの全国規模での営業及び販促活動に注力してまいりました。 

１．経営成績

連結業績概要 

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日）

対前年同期
通期予想 

（平成23年８月23日
公表） 

達成率

（千円） （千円）差額（千円） 増減率（％） （百万円） （％）

売上高  2,374,824  2,118,797  △256,027  △10.8  2,200  96.3

営業利益  418,411  218,063  △200,348  △47.9  235  92.8

経常利益  418,894  225,057  △193,837  △46.3  235  95.8

当期純利益  223,015  89,151  △133,864  △60.0  110  81.0
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当連結会計年度においては、既存顧客へのアップセル（追加機能・サービスの導入）が堅調であることに加えて、

新規顧客につきましてもサービス開始当初から複数サービスをご利用いただける中堅規模の不動産会社（比較的顧客

単価の高い顧客）を獲得してきております。 

また、新サービス（「ＥＳいい物件Ｏｎｅ」）の平成24年４月のリリースに備え、新規開業者向け「初期費用無料

キャンペーン」、及び「繁忙期応援キャンペーン」等を実施することで、営業スピードを減速させずに、新サービス

のリリースに向けて弾みをつけるべく、マーケティング及び営業活動に取り組んでまいりました。 

一方で、比較的小口の顧客を中心に事業の見直しや費用削減を目的としたサービス内容の見直し等による解約もみ

られ、結果的に顧客数は微増傾向となりましたが、解約率は一定水準以下にコントロールしており、また、顧客平均

月額単価及び毎月の売上高は、既存顧客へのアップセル及び比較的顧客単価の高い新規顧客を獲得したこと等によ

り、当該解約の影響分をカバーし、引き続き前年同期比ベースで増収基調を維持してまいりました。 

これにより、クラウドサービスの総顧客数は当連結会計年度末時点で1,403社（2,152店舗）となり、売上高は

1,569,803千円（前年同期比8.6％増）となりました。 

クラウドサービスにおける拡販サービス月次売上高は1,331,273千円（前年同期比19.4％増）、全売上高に占める

割合は62.9％（前年同期47.0％）となりました。クラウドサービスにおける拡販サービスが当社の成長を牽引してお

り、一過性の売上に頼らない、安定的な月次料金収入を中心とする売上構造の確立が進んできております。 

また、クラウドサービス顧客平均月額単価（※１）については、当第４四半期連結会計期間において、１月実績約

97,600円／社、２月実績約97,100円／社、３月実績約98,000円／社となっております。 

 （※）物販等を除く、「当月のクラウドサービス売上高」を「当月のクラウドサービス顧客数（社数）」で除した数値で、100円未満を切

捨てにしております。 

アドヴァンスト・クラウドサービスにおいては、平成23年８月23日に公表しましたとおり、ヤフー株式会社が運営

する不動産情報サイトである「Yahoo！不動産」に新築マンション及び新築一戸建て物件情報の掲載登録を行う入稿

センター業務に係る契約を、平成23年11月末日をもって終了したことに伴い、当該サービスに係る売上高が前年同期

比で360,293千円減少し、374,292千円（前年同期比49.0％減）となりました。また、システム受託開発においても、

従来の方針のもとに、受託案件を絞り込んでいる影響もあり、既存顧客向け追加システムの開発案件の積み上げはあ

ったものの、トータルでは受注・納品は減少し、その結果、アドヴァンスト・クラウドサービス全体の売上高は

509,531千円（前年同期比42.6％減）となりました。 

ネットワーク・ソリューションにおいては、既存の受託運用サービスがほぼ前年並みに推移し、売上高は39,005千

円（前年同期比6.6％減）となりました。 

（ⅱ）売上原価 

主に前連結会計年度以前及び当連結会計年度に導入したサーバ設備・システム基盤や、自社開発したクラウド形態

の新サービス等のシステム・ソフトウェアの減価償却費及びシステム管理に係る費用、並びに開発に係る人件費等が

計上されました。 

一方、営業体制の強化を目的として、平成23年４月に顧客サポート機能を有する部門の人員及び平成23年12月にヤ

フー入稿センター業務に係る部門の一部人員を製造部門から営業部門へ移管させたことにより、その分の人件費等が

売上原価から販売費及び一般管理費に変更されました。また、平成23年11月末日をもって終了したヤフー入稿センタ

ーに係る業務を行ってきた事業部門を閉鎖したこと等の影響もあり、結果として、売上原価は全体で705,309千円

（前年同期比26.0％減）となりました。 

当連結会計年度に自社開発したクラウドサービス（拡販サービス）部分については、製造原価からソフトウェア仮

勘定（資産科目）へ振替をしており（完成・リリース時点でソフトウェア勘定に計上）、その振替額は399,292千円

（前年同期比18.4％増）となっております。 

（ⅲ）販売費及び一般管理費 

主に前述しました顧客サポート機能を有する部門及びヤフー入稿センター業務に係る部門からの人員異動並びに平

成23年４月入社の新卒営業の増員に伴う人件費等の増加、本格稼働を開始した新基幹業務システム及び顧客情報管理

システムに係る減価償却費・保守費用の増加、展示会への出展等販売促進費の増加等の結果、1,197,163千円（前年

同期比19.0％増）となりました。 

以上の結果、当連結会計年度におけるクラウドソリューション事業の売上高は2,118,340千円（前年同期比10.8％

減）、営業利益は215,867千円（前年同期比48.0％減）となりました。 
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クラウドソリューション事業の品目別売上高の概況は以下のとおりであります。 

クラウドソリューション事業の品目詳細別売上高の概況は以下のとおりであります。 

（注）１. 拡販サービス  ：拡販することを前提とした標準型システム・アプリケーションの月額利用料等。 

２. 拡販サービス以外：拡販サービスをベースに、個々の顧客仕様に受託開発したシステム・アプリケーションの

月額利用料等。 

平成24年３月期におけるクラウドサービスの総顧客数の推移は以下のとおりであります。 

（注）物販等のサービスを除く 

品目 

前連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

  
対前年同期 

  

売上高（千円） 構成割合（％） 売上高（千円） 構成割合（％） 差額（千円） 増減率（％）

クラウドサービス  1,445,657  60.9  1,569,803  74.1  124,145  8.6

アドヴァンスト・クラウドサービス  887,126  37.4  509,531  24.1  △377,594  △42.6

ネットワーク・ソリューション  41,743  1.7  39,005  1.8  △2,737  △6.6

合    計  2,374,527  100.0  2,118,340  100.0  △256,187  △10.8

品目詳細 

前連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

対前年同期

売上高（千円） 構成割合（％） 売上高（千円） 構成割合（％） 差額（千円） 増減率（％）

クラウドサービス  1,445,657  60.9  1,569,803  74.1  124,145  8.6

  拡販サービス（注）1  1,193,715  50.3  1,361,761  64.3  168,046  14.1

    初期  79,074  3.3  30,488  1.4  △48,586  △61.4

    月次  1,114,641  47.0  1,331,273  62.9  216,632  19.4

  拡販サービス以外（注）2  251,941  10.6  208,041  9.8  △43,900  △17.4

 ネットワーク・ソリューション   41,743  1.7  39,005  1.8  △2,737  △6.6

アドヴァンスト・クラウドサービス  887,126  37.4  509,531  24.1  △377,594  △42.6

  広告関連サービス  82,238  3.5  68,604  3.2  △13,633  △16.6

  受託開発  70,302  3.0  66,633  3.2  △3,668  △5.2

  ヤフー入稿センター  734,585  30.9  374,292  17.7  △360,293  △49.0

 合計  2,374,527  100.0  2,118,340  100.0  △256,187  △10.8

  平成23年 

   4月   5月  6月   7月   8月   9月  

社数   1,337  1,348  1,361  1,342  1,343  1,367

店舗数   1,918  1,929  1,951  1,939  1,969  2,016

  平成23年  平成24年 

   10月   11月 12月 1月 2月 3月  

社数   1,366  1,363  1,377  1,387  1,397  1,403

店舗数   2,049  2,052  2,079  2,103  2,116  2,152
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平成24年３月期におけるクラウドサービスの顧客平均月額単価の推移は以下のとおりであります。 

（注）物販等のサービスを除く、「当月のクラウドサービス売上高」を「当月のクラウドサービス顧客数（社数、店舗

数）」で除した数値で、100円未満を切捨てにしております。 

②不動産事業 

当社の100％子会社である株式会社いい生活不動産については、主に当社従業員向けの福利厚生サービス（住宅紹

介支援サービス等）を中心とした事業運営をしてまいりました。 

 当連結会計年度においては、売上高は3,096千円（前年同期比31.1％減）、営業利益は1,139千円（前年同期比

35.6％減）となっております。 

（次期の業績見通し） 

当社グループの平成25年３月期の業績見通しは以下の通りであります。 

売上高       2,050百万円（前期比  3.2％減）     

 営業利益        80百万円（前期比 63.3％減） 

 経常利益        80百万円（前期比 64.5％減） 

 当期純利益       40百万円（前期比 55.1％減） 

平成25年３月期につきましては、前期より引き続き、クラウドソリューション事業の主力品目であるクラウドサー

ビス（拡販サービス）の拡販に注力し、事業拡大を図っていく方針であります。当社の収益ドライバーは、クラウド

サービス（拡販サービス）の顧客毎収入の増加と顧客数の増加であり、この両要因をバランス良く伸ばしていくこと

が事業の成長及び発展にとって極めて重要であります。 

クラウドソリューション事業においては、平成24年４月に新サービス「ＥＳいい物件Ｏｎｅ」をリリースし、不動

産業のあらゆる業態（賃貸、賃貸管理、売買仲介、分譲）に対して幅広く販売していくことに一層注力し、顧客数及

び売上高の増加に繋げてまいります。また、新サービス「ＥＳいい物件Ｏｎｅ」に係る各サービスの機能拡充を随時

実施すると共に、更に不動産会社の基本業務全域をカバーする、より使いやすいサービスを提供すべく、開発活動に

も注力してまいります。 

クラウドソリューション事業における営業体制については、平成24年４月に入社した新卒社員数十名を増員するこ

とで営業人員を拡充し、早期戦力化に向けた教育・研修を実施してまいります。また、新サービス「ＥＳいい物件Ｏ

ｎｅ」の拡販に向けて、販売促進活動及びマーケティング活動により一層注力することに加えて、顧客満足度の更な

る向上に向けて顧客サポート機能の充実を図ってまいります。 

また、ヤフー入稿センター業務終了に伴う影響については、平成25年３月期に374百万円の減収要因となるもの

の、当該影響は平成25年３月期限りのものであります。平成25年３月期においては、本業であるクラウドサービス

（拡販サービス）の増収分で当該減収分を補うものの、通期では68百万円の減収になるものと見込んでおります。な

お、平成24年３月期の売上実績2,118百万円からヤフー入稿センター業務に係る売上高374百万円を控除した売上高

1,744百万円と比較すると、平成25年３月期は305百万円の増収となる見込みであります。  

当社グループ全体における売上原価及び販売管理費の合計である総コストについては、主に新入社員を含む４月入

社の人件費増加分、各地で行われる展示会への出展等の販売促進及び広告宣伝活動に係る費用の増加分、新サービス

「ＥＳいい物件Ｏｎｅ」をはじめとする新サービス（自社開発資産）に係る減価償却費及びシステムの管理・維持費

の増加分等を見込んでおります。また、コスト管理の強化については、前期より引き続き推進していく方針でありま

す。 

以上のような状況を踏まえ、当社グループにおける通期の業績見通しは、売上高2,050百万円、営業利益80百万

円、経常利益80百万円、当期純利益40百万円と見込んでおります。 

  
平成23年 

4月  5月  6月   7月   8月   9月  

１社あたり顧客平均月額単価（円）  92,100  91,300  94,700  95,200  95,400  95,400

１店舗あたり顧客平均月額単価（円）  64,200  63,800  66,000  65,900  65,100  64,700

  
平成23年 平成24年 

10月  11月 12月 1月 2月 3月 

１社あたり顧客平均月額単価（円）  96,800  97,800  96,800  97,600  97,100  98,000

１店舗あたり顧客平均月額単価（円）  64,500  65,000  64,100  64,300  64,100  63,900
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なお、本予想数値については、ある一定期間に営業一人が獲得できる顧客数、単価及び活動可能な市場規模から総

合的に判断しており、獲得する顧客数及び単価が計画どおりに達成できない場合や新サービスの開始時期等が計画ど

おりに進捗しなかった場合は、当社の業績見通しに影響を与える可能性があります。 

参考：平成25年３月期におけるクラウドソリューション事業の売上高に係る通期の業績予想の内訳については、以下

のとおりであります。 

（注）１. 拡販サービス  ：拡販することを前提とした標準型システム・アプリケーションの月額利用料等。 

２. 拡販サービス以外：拡販サービスをベースに、個々の顧客仕様に受託開発したシステム・アプリケーションの

月額利用料等。 

３．上記に記載した予想数値は、発表日現在で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要

素を含んでおり、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は、業況の変化

等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

４．セグメント間の内部取引消去前の金額で記載しております。 

（２）財政状態に関する分析 

（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

①資産 

当連結会計年度末における資産合計は2,137,420千円となり、前連結会計年度末から48,493千円の減少となりまし

た。 

  当連結会計年度末における流動資産の残高は808,316千円となり、前連結会計年度末から192,278千円の減少となり

ました。これは主に、売掛金が133,064千円、現金及び預金が45,714千円減少したこと等によるものであります。 

 また、当連結会計年度末における固定資産の残高は1,329,104千円となり、前連結会計年度末から143,785千円の増

加となりました。主な増加要因としては、クラウドソリューション事業における新サービス用のサーバ設備等をリー

ス取引にて増強したことによりリース資産（純額）が89,936千円増加したこと、及び同新サービスに係る開発を促進

したこと等によりソフトウェア仮勘定が298,353千円増加したこと等であります。一方、主な減少要因としては、前

連結会計年度以前に導入した自社開発したクラウド形態の新サービス等のシステム・ソフトウェア及び新基幹業務シ

ステム並びにサーバ設備・システム基盤に係る減価償却費を計上したこと等によりソフトウェアが166,525千円減

少、器具工具及び備品が40,294千円減少したこと、及び敷金の一部償還があったこと等により敷金及び保証金が

26,861千円減少したこと等であります。 

品目詳細 
業績予想

平成25年３月期 
（百万円） 

前年実績

平成24年３月期 
（百万円） 

対前年 
差額 

（百万円） 

対前年

増減率 
（％） 

クラウドサービス  1,895  1,569  325  20.7

  拡販サービス（注）1  1,726  1,361  364  26.7

    初期  66  30  35  116.5

    月次  1,660  1,331  328  24.7

  拡販サービス以外（注）2  169  208  △39  △18.8

 ネットワーク・ソリューション   35  39  △4  △10.3

アドヴァンスト・クラウドサービス  120  509  △389  △76.4

  広告関連サービス  51  68  △17  △25.7

  受託開発  69  66  2  3.6

  ヤフー入稿センター  －  374  △374  △100.0

 合計  2,050  2,118  △68  △3.2

（ヤフー入稿センターを除いた合計）  2,050  1,744  305  17.5
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②負債 

当連結会計年度末における負債合計は368,704千円となり、前連結会計年度末から74,378千円の減少となりまし

た。 

当連結会計年度末における流動負債の残高は250,413千円となり、前連結会計年度末から137,347千円の減少となり

ました。これは主に、未払法人税等が132,827千円、未払消費税が15,052千円減少したこと等によるものでありま

す。 

また、当連結会計年度末における固定負債の残高は118,291千円となり、前連結会計年度末から62,969千円の増加

となりました。これはリース取引に係るリース債務が68,944千円増加した一方で、「Yahoo!不動産」賃貸物件情報掲

載に関する広告取次業務に係る預り保証金が5,975千円減少したことによるものであります。 

③純資産 

当連結会計年度末における純資産の残高は1,768,716千円となり、前連結会計年度末から25,885千円の増加となり

ました。これは、新株予約権行使に伴う株式の発行により資本金と資本準備金がそれぞれ4,450千円増加したこと及

び当期純利益の計上により利益剰余金が89,151千円増加した一方で、配当金実施により利益剰余金が67,694千円減少

したこと及び自己株式の取得により自己株式が4,473千円増加したことによるものであります。 

④キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度の現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は、677,957千円（前連結会計年度の資

金期末残高は723,672千円）となり、前連結会計年度末から45,714千円の減少（前年同期98,790千円の増加）となり

ました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次の通りであります。 

（ⅰ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動による資金は、当連結会計年度において438,412千円の増加（前年同期579,303千円の増加）となりま

した。主な収入は、税金等調整前当期純利益197,326千円、減価償却費343,405千円及び売上債権の減少額135,815

千円等であり、主な支出は、法人税等の支払額227,188千円、未払消費税等の減少額15,052千円及び事業整理に伴

う支出19,750千円等であります。 

（ⅱ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動による資金は、当連結会計年度において407,183千円の減少（前年同期429,274千円の減少）となりま

した。収入は、敷金及び保証金の回収による収入26,374千円であり、主な支出は、有形・無形固定資産の取得に

よる支出433,371千円等であります。 

（ⅲ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動による資金は、当連結会計年度において76,943千円の減少（前年同期51,237千円の減少）となりまし

た。主な支出は、配当金の支払額67,142千円、ファイナンス・リース債務の返済による支出14,228千円等であり

ます。 

（キャッシュ・フロー関連指標） 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い           

（注）１．各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注）２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）をベースに計算しております。

（注）３．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用して

おります。 

（注）４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。 

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 

自己資本比率（％）  78.7  80.6  79.7  82.8

時価ベースの自己資本比率（％）  144.5  128.6  100.6  94.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比

率（年） 
 －  －  －  0.2

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍） 
 －  －  －  1,839.9
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、今後の成長を支える財務基盤の強化と同時に、株主の皆様に対する利益還元を経営課題の一つとして位置

付けております。株主の皆様への利益還元の基本方針としては、当該期の業績及びフリー・キャッシュフローの水準

を十分に勘案した上で、利益配当の継続的実施並びに配当額の継続的成長の実現に向けて取り組んでまいりたいと考

えております。 

当社は、不動産会社向け業務システムをクラウドサービスにて提供するというストック積上げ型ビジネスモデルに

よる事業（クラウドソリューション事業）の安定的成長を志向しており、その成長に合った利益配当額の継続的成長

を重視しております。 

平成24年3月期の期末配当につきましては、通期業績の状況等を総合的に勘案し、前期配当実績１株当たり1,000円

（連結配当性向29.5％）から1株当たり100円増額の1,100円（連結配当性向83.7％）の配当を実施する予定でありま

す。 

 なお、次期の１株当たり配当金につきましては、通期1,100円（期末配当として1,100円）を予想としております。

当社は、自己株式の取得につきましても、株主の皆様に対する有効な利益還元のひとつと考えており、経営環境の

変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能にするものと考えております。今後におきましても、株価の動向や財

務状況等を考慮しながら適切に対応してまいります。 

当事業年度における自己株式は、取締役会決議に基づき、178株、4,473千円を取得しております。その結果、平成

24年３月末現在の保有自己株式数は3,791株、発行済株式総数の5.2％となっております。 

（配当に関する数値情報） 

（４）事業等のリスク 

当社グループの経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがありま

す。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方

針でありますが、当社の株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した

上で行われる必要があると考えております。 

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、特段の記載がない限り、当連結会計年度末において当社グループが

判断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

①事業環境について 

（ⅰ）インターネットの普及について 

当社グループが展開しているクラウドソリューション事業は、主にインターネットを利用する不動産業界の顧

客を対象としており、顧客増大のためには、不動産の物件情報検索等においてインターネットを利用する消費者

が増える必要があります。故にインターネットの更なる普及は当社が成長するための基本的な前提条件であると

考えております。 

 これまでのところ、日本国内におけるインターネット利用人口は毎年増加しており、平成22年末の日本国内の

利用者数は前年比54万人増の9,462万人、人口普及率は前年比0.2ポイント増の78.2％に達しております（総務省

「平成22年通信利用動向調査」）。 

（連結ベース） 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期 

 ①1株当たり配当額 （実績）500円 （実績）800円 （実績）1,000円 （予定）1,100円 

 ②配当金の総額 33,656,000円 52,128,800円 67,694,000円 75,897,800円 

 ③自己株式取得数 743株 2,247株 623株 178株 

 ④自己株式価額総額 33,151,450円 82,754,510円 18,140,250円 4,473,180円 

 ⑤配当金＋自己株式の合計 

（＝②＋④） 
66,807,450円 134,883,310円 85,834,250円 80,370,980円 

 ⑥当期純利益 87,616千円 148,707千円 223,015千円 89,151千円 

 ⑦1株当たり当期純利益 1,300円09銭 2,235円21銭 3,386円18銭 1,314円09銭 

 ⑧配当性向 

（＝①／⑦） 
38.5％ 35.8％ 29.5％ 83.7％ 

 ⑨株主還元性向 

（＝⑤／⑥） 
76.3％ 90.7％ 38.5％ 90.2％ 
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しかしながら、インターネットの普及に伴う弊害の発生及び利用に関する新たな規制の導入その他予期せぬ要

因によって、今後インターネット利用者の順調な増加及び利用コストの安定化が見られない場合、当社グループ

の事業、財政状態及び経営成績は影響を受ける可能性があります。 

また、インターネット上の情報通信、又は電子商取引が今後も広く普及し、インターネットの利用者にとって

快適な利用環境が実現されることも当社の成長のための基本条件となります。こうした通信インフラ環境の向上

が一般的な予測を大きく下回る場合、当社の事業環境及び前提条件に一定の制約が生じることとなり、当社グル

ープの財政状態及び経営成績は影響を受ける可能性があります。 

（ⅱ）クラウド（ＡＳＰ・SaaS）事業について 

クラウドとは、アプリケーション機能をインターネット経由で提供するサービスで、ソフトウェア販売におけ

る新しい方法・概念として認知され、従来から「ＡＳＰ（エー・エス・ピー）」や「SaaS（ソフトウェア・ア

ズ・ア・サービス）」とも呼ばれ、浸透が進みつつあります。その一方で今後クラウドを扱う企業レベルの競争

も激化する可能性があります。このような事業環境のもとで、サービスにおいて新技術への対応が思いどおりの

成果をあげられない場合、顧客ニーズを正確に把握することができなかった場合、他社においてより画期的なコ

ンセプトをもった商品・サービスが出現した場合、又はクラウド自体の需要が当社の予測を大きく下回る場合、

当社グループの財政状態及び経営成績は悪影響を受ける可能性があります。 

（ⅲ）競合による業績への影響について 

当社グループは不動産業界のニーズに合ったシステム・アプリケーション及びデータベース・アプリケーショ

ンを開発し、それらを当社システム基盤上で顧客にクラウドサービスとして提供しております。当社は、第三者

が新たに不動産業界の業務ノウハウに精通した技術者、営業担当者を集め、当社と同様の事業モデルを構築する

には時間的、資金的な障壁があるものと考えております。しかしながら、当社グループのシステム等は特許を取

得していないため、技術的な障壁は必ずしも高いものとは言えず、また、資金力、ブランド力を有する大手企業

の参入や全く新しいコンセプト及び技術を活用した画期的なシステムを開発した企業が出現した場合には、当社

グループの事業に影響を及ぼす可能性があります。さらに、インターネット業界の技術革新や新規参入等によ

り、競争が一層激化した場合、当社グループの事業、財政状態及び経営成績に悪影響を与える可能性がありま

す。 

（ⅳ）技術革新への対応等について 

当社はインターネット関連技術に基づいて事業を展開しておりますが、インターネット関連分野は、新技術の

開発及びそれに基づく新サービスの導入が相次いで行われ、非常に変化の激しい業界となっております。このた

め、技術革新に対する当社の対応が遅れた場合、当社の競争力が低下する可能性があります。  

 （ⅴ）不動産業界の動向について 

当社グループは不動産業界の顧客向けに、不動産物件情報管理データベース・システム等のシステム・アプリ

ケーションを開発し、クラウドサービスとして提供する事業を展開しており、販売先も不動産業界の顧客に集中

している状況にあります。不動産業界の中でも新築分譲、賃貸、賃貸管理、流通、ファンド等、それぞれの業態

にあったサービスを提供しておりますが、不動産業界全般の景気や、不動産業界におけるシステム投資の状況に

よって、当社グループの財政状態及び経営成績は影響を受ける可能性があります。 

また、平成23年３月に発生いたしました東日本大震災による不動産業界への影響は、震災直後は取引の落ち込

みがみられたものの、その後は回復基調となっており、現状において当社グループの事業に重大な影響を及ぼす

事象は発生しておりません。今後において、このような問題に起因して不動産業界に対する規制強化や業界各社

の対応に何らかの変化が生じた場合には、当社グループの事業にも影響が生じる可能性があります。 

（ⅵ）法的規制について 

現在、日本国内においてインターネットに関連する主要な法規制には電気通信事業法があります。当社は、顧

客企業に対し「メール配信機能」を提供している事から、電気通信事業者の届出をしております 

（届出番号Ａ－１６－８０７６）。 

その他、インターネット上の情報流通や電子商取引のあり方について現在も様々な議論がなされている段階で

あります。上記以外に当社が営む事業そのものを規制する法令はありませんが、今後、インターネットの利用者

や関連するサービス及び事業者を規制対象とする法令等が制定されたり、既存の法令等の解釈が変更されたりし

た場合、当社グループの事業が制約される可能性があります。 

また、不動産に関わる分野におけるインターネット上の情報流通や表示項目等が規制の対象になる可能性もあ

り、その場合には当社グループの事業が制約される可能性があります。 
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②当社のシステム等に係るリスクについて 

当社は、クラウド形態によるサービスを展開しておりますが、その根幹となるものは自社において開発及び運用す

るシステムであり、事業展開においては、当該システムを安定的かつ継続的に運用していくことが要求されます。な

お、当該システム等については下記のリスクがあるものと認識しております。 

（ⅰ）ネットワークセキュリティについて 

当社では、ネットワークのセキュリティに関してしかるべき方策を施し、更には個人情報漏洩に関する保険に

加入しておりますが、それらの対策を施してもコンピュータウィルス等の侵入やハッカー等による様々な妨害を

原因とした損失発生の際に、それらをすべて補填できない場合があります。その場合、当社グループの事業、財

政状態及び経営成績に悪影響を与える可能性があります。 

（ⅱ）顧客サービス用システムの不具合（バグ等）発生の可能性について 

一般的に、高度なソフトウェアにおいては不具合の発生を完全に解消することは不可能であると言われてお

り、当社グループの顧客サービス用システムにおいても、各種不具合が発生する可能性があります。今後とも信

頼度の高いサービスの開発に努め、また契約において原則として免責事項を定めてはいるものの、特にインター

ネットを通じて提供される当社のサービスに運用上支障をきたす致命的な不具合が発見され、その不具合を適切

に解決できない場合、当社グループの信用、財政状態及び経営成績に悪影響を与える可能性があります。 

（ⅲ）自然災害、事故及びシステム等にかかるリスクについて 

当社は顧客サービス用システムのサーバ・ソフトウェア設備を外部のデータセンター（東京都中央区）に設置

して運用しており、加えて社内の各業務において各種社内業務用のシステムの一部を当社本社（東京都港区）に

設置して運用しております。当社本社及び上記施設は東京都内に所在しており、地震、台風、津波又は火山活動

等の自然災害や、事故、火災、テロ等により、設備の損壊や電力供給の制限等の不測の事態が発生した場合に

は、当社グループの事業活動に支障をきたす可能性があり、財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 

また、当該システムはそれぞれ、バックアップ、ハードウェアの二重化及びやファイヤーウォール等の対策

を講じ、トラブルの回避に努めております。しかしながら、何らかの要因により当該システムに障害又は問題

が生じた場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

③情報セキュリティ管理について 

当社は顧客向けに顧客情報管理システムを提供しており、そのシステムの運用を通じて蓄積される個人情報等の管

理に関して、顧客から委託を受けております。また自社運営サイトを通じて、顧客情報を取得することがあります。

当社では、社内基準に従い個人情報をはじめとする顧客の重要情報を管理し、その情報の外部漏洩防止に関して、

情報資産に対するセキュリティ管理、情報管理に関する従業員への教育、外部委託先との機密保持契約などを行い、

また、当社においては平成21年５月に、情報セキュリティマネジメントシステム（以下、ISMSという）の国際標準規

格である「ISO/IEC27001:2005（JIS Q 27001:2006）」認証を東京本社、大阪支店、福岡支店及び名古屋支店におい

て取得しており、現時点までにおいて情報管理に関する重大な事故やトラブルの発生は認識しておりません。  

 しかし、これら顧客重要情報等が何らかの形で外部漏洩したり、不正使用されたりする可能性が完全に排除されて

いるとは言えません。また、これらの事態に備え、個人情報漏洩に対応する保険に加入しておりますが、全ての損失

を完全に補填するものではありません。従いまして、これらの事態が起こった場合、当社グループへの損害賠償請求

や当社の信用の低下等によって当社の財政状態及び経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

なお、当社グループは個人情報保護法における個人情報取扱事業者に該当しており、同法の適用を受けておりま

す。 

④事業体制について 

（ⅰ）人材の確保について 

当社は、サービスの開発業務において自社開発を基本原則としております。今後においても、現在の事業領域

を中心に事業拡大を図っていく方針であり、当社のサービス戦略及び開発戦略等の業務遂行にあたり専門的な知

識・技術を有した優秀な人材の確保が必要となります。当社において、これらの人的リソースを拡充できない場

合は、当社グループの考えるスピードでの効率的な事業展開に支障をきたす可能性があります。 
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（ⅱ）事業拡大に対する組織的な対応について 

当社グループは平成24年3月31日現在の従業員数が147名（役員、顧問、派遣及びアルバイト等臨時従業員を含

まず）と、まだ小規模な組織であり、内部管理体制もこれに応じたものになっております。今後、企業規模が拡

大していくに従って、内部管理体制の更なる充実を図る方針でありますが、当社グループの事業拡大に即応し

て、適切かつ十分な組織対応が出来ない可能性があります。 

今後の急速な事業拡大に備え、既存従業員の育成、採用活動による人員増強などの施策を講じるとともに、管

理業務の効率化を図り、組織的効率を維持・向上させることが重要な課題となってまいります。これらの施策が

計画どおりに進行しない場合、事業機会の逸失、業務品質の低下などを招き、当社グループの事業拡大及び事業

運営に悪影響を与える可能性があります。 

また、小規模な組織であるため、業務プロセスを特定の個人に依存している場合があります。今後、業務の定

型化、形式化、代替人員の確保などを随時進める予定でありますが、特定の役職員に依存している業務の遂行が

当該役職員の退職その他何らかの理由により困難になった場合、一時的に当社グループの業務運営に支障をきた

す恐れがあります。 

（ⅲ）知的所有権に関する訴訟の可能性について 

当社で開発・設計しているソフトウェアやプログラムは、いわゆる「公知の基礎技術」を改良又は組み合わせ

ることにより当社が独自で開発・設計しておりますが、第三者の知的所有権を侵害している可能性があります。

特に「ビジネスモデル特許」については、米国等において既に一般化していることや今後国内においても当該特

許の認定が進むと予想されることから、これら知的所有権等への対応の重要性は増大すると考えております。 

現在のITの分野における技術の進歩やビジネス・アイデアの拡大のスピードは非常に速く、予想が困難であ

り、また、現在の特許制度のもとでは調査の限界もあるものと考えられます。 

過去もしくは現時点におきましては、当社が第三者の知的所有権を侵害したことによる損害賠償等の訴訟が発

生している事実はありませんが、今後、当社グループの事業分野で当社の認識していない特許等が成立していた

場合又は新たに成立し、第三者の知的所有権を侵害した場合には、損害賠償やロイヤリティの支払い要求、差止

請求等により、当社グループの事業に何らかの悪影響を及ぼす可能性があります。 

⑤商標権の管理について 

当社グループは新たなサービスを開始する際には、サービスの名称等について商標の出願、登録を行うか、又は商

標登録には馴染まない一般的な名称を使用する等、第三者の商標権を侵害しないように留意しております。 

過去において提供したサービスの名称の一部においては、第三者が類似商標を登録している等の理由により、商標

の登録が承認されていないもの、又は登録未申請のものがありますが、これらについては当社グループとして必要な

対応を行っているものと認識しております。 

過去もしくは現時点におきましては、当社グループが第三者の商標権を侵害したことによる損害賠償等の訴訟が発

生している事実はありませんが、当社グループの調査内容が十分である保証はなく、当社グループの見解が常に法的

に正当であるとは保証できません。万一、当社グループが第三者の商標権等の知的財産権を侵害していると認定さ

れ、その結果、損害賠償請求、差止請求などがなされた場合、又は、当該事項により当社の信用力が低下した場合に

は、当社グループの財政状態及び経営成績に悪影響を与える可能性があります。 

⑥新株予約権の付与及び株式の希薄化について 

当社では、役員及び従業員の業績向上に対する意欲や士気及び経営への参画意識を高めるとともに、優秀な人材を

確保する目的で、新株予約権を利用したストックオプション制度を採用しております。 

当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づいて平成15年６月24日及び平成16年６月29日開催の定時

株主総会並びに平成17年６月28日の臨時株主総会における特別決議に基づき、新株予約権を当社役職員に対して付与

しております。 

当連結会計年度末において、これら当社の新株予約権の目的たる株式の総数は2,475株であり、この総数はこれに

当社の発行済株式総数72,789株を加えた75,264株の3.3％にあたります。当社では今後も適宜ストックオプションの

付与を実施する可能性がありますが、付与された新株予約権の行使により発行された株式は、将来的に当社株式の希

薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、当社株価の形成へ影響する可能性があります。 

なお、会社法施行日（平成18年5月）以降に付与されるストック・オプションについては費用処理が義務づけられ

ました。今後、新たにストックオプションを付与する場合は、当社グループの将来の財政状態及び経営成績に影響を

与える可能性があります。 
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当社グループ（当社及び当社の子会社）は、当社（株式会社いい生活）及び子会社（株式会社いい生活不動産）に

より構成されており、クラウドソリューション事業を主たる業務としております。 

当社グループの事業内容及び当社と子会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

（１）クラウドソリューション事業 

   当社（株式会社いい生活）は、当社が構築し保有するネットワーク及びシステム基盤上で、主に不動産業を営む

企業向けに不動産物件情報管理データベース・システムを中心とする業務支援システムを自社開発し、クラウドサ

ービスとして提供することを主としたクラウドソリューション事業を行っております。主力サービスである不動産

物件情報管理データベース・システムのクラウドでの提供を軸に、不動産業界の顧客企業のIT化推進ニーズに応え

る、システム・ソリューションを提供しております。 

     クラウドソリューション事業は３つの品目から成っております。不動産業向けのシステム・アプリケーションを

クラウドで提供する「クラウドサービス（クラウド運用業務）」が中心となりますが、不動産関連のシステム受託

開発を行う「アドヴァンスト・クラウドサービス（クラウド開発業務）」、顧客の保有するサーバ資産上で運用を

行い、当社が保守サービスを提供する「ネットワーク・ソリューション」も顧客ニーズに合わせて提供しておりま

す。 

中でも「クラウドサービス（クラウド運用業務）」は当社の主力サービスであり、拡販強化によるユーザー数の

拡大と付加機能及びサービス追加による顧客毎収入の増加が当社事業の２大成長要因であります。 

（２）不動産事業 

不動産の売買仲介・賃貸仲介及び当社従業員向け住宅紹介支援サービス等を子会社である株式会社いい生活不動

産が行っております。 

当社グループの事業系統図は以下のとおりです。 

 

２．企業集団の状況
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参考：クラウドソリューション事業の事業内容について 

①クラウドサービス（クラウド運用業務） 

   当社が保有するシステム基盤上で稼動するシステム・アプリケーションをクラウドで提供・運用するサービスで

あり、当クラウドソリューション事業における主力サービスであります。当該サービスは、ソフトウェアをユーザ

に直接販売せず、インターネットを通じてアプリケーションの利用環境を提供することにより、顧客にとってはシ

ステムの導入、維持・管理等に係るコスト削減、及び導入時間の短期化、当社にとってはシステム利用料収入とし

て安定的な収益源の確保が可能となります。 

  クラウドサービス（ストック要素）においては、拡販することを前提としている標準型システム・アプリケーシ

ョン（不動産物件情報管理データベース・システム等）の利用料を収受する形態の他、個々の顧客仕様にアドヴァ

ンスト・クラウドサービスにて受託開発されたシステム・アプリケーションを当社システム基盤上で利用環境を提

供し利用料を収受する形態があります。 

 当社は現在、当サービスの拡販に注力しており、標準アプリケーション機能強化と、多様なニーズに応えるため

の追加オプション機能のラインアップ強化を推進しております。 

平成24年４月に、当サービスの総合版ともいえる新サービス「ＥＳいい物件Ｏｎｅ」（不動産会社の基本業務全

域をカバーし、全てのデータを一元管理可能な業務支援システム）のリリースを開始しております。 

クラウドサービスにおける主なサービスラインアップの構成（不動産居住用賃貸仲介・売買仲介会社向け） 

 （注）※は賃貸仲介会社向けのみの機能 

②ネットワーク・ソリューション 

 当社のデータセンター環境内に顧客が保有するハードウェア（当社が開発したシステムを含む）を設置し、シス

テムの受託運用サービスを提供しております（ハウジング・サービス）。①クラウドサービスのようなアプリケー

ション・ホスティングとは異なり、顧客資産上でシステム・アプリケーションの運用を希望する顧客向けのサービ

スであります。また、セキュリティ対策コンサルティング・サービス等のクラウドサービス提供に伴う付随業務等

が含まれております。 

 当社としては、クラウドサービスにおける成長を重視しているため、顧客資産の受託運用をさらに伸ばしていく

戦略は採用しておりませんが、受託運用契約に基づく安定的なストック要素としての収入をあげることの可能な事

業であると捉えております。 

③アドヴァンスト・クラウドサービス（クラウド開発業務） 

当社の標準型システム・アプリケーションをベースに、より上級機能を希望される顧客向けに、新規あるいは追

加機能を開発・提供するサービスであります（フロー要素）。 

     アドヴァンスト・クラウドサービスは、単なる受託開発ではなく、当社のクラウドサービス（クラウド運用業

務）での提供を前提としたものであります。不動産関連システムの開発過程で再利用性が高いと判断したプログラ

ムを機能単位で分離し、システムの保守性を高め、開発生産性を向上させるためにプログラムの部品化（コンポー

ネント化）を推進しております。また、その部品化されたコンポーネントをライブラリとして蓄積し、開発効率の

向上及びクラウドサービスにおいて提供するサービスのラインアップの拡充を図っております。 

顧客ニーズ    当社のソリューション   

 企業間取引対応  企業間物件情報流通サイト構築機能 ※ 

 業務管理  
営業支援機能 

 賃貸管理システム ※ 
顧客管理機能 

 自社ホームページ充実  
自社ホームページ構築機能  

モバイル（携帯電話、スマートフォン）

サイト構築機能 

一覧表示機能   物件検索機能  

 データマルチユース 各種不動産媒体向けデータ変換システム（出稿機能）  

 不動産物件情報データベース化 不動産物件情報管理データベース（基本機能）  
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     アドヴァンスト・クラウドサービスにおいて受託開発したシステムの大部分は、システム開発後、クラウドサー

ビスにおける運用サービス又はネットワーク・ソリューションにおける受託運用サービスに移行されます。 

また、アドヴァンスト・クラウドサービスには、「Yahoo!不動産」賃貸物件情報掲載に関する広告取次業務の手

数料収入（取扱高総額ではなく、当社の手数料収入部分のみを売上計上）及びシステム受託開発に関連したハード

ウェア及びソフトウェアの仕入及び販売等を行うプロキュアメント・サービスが含まれております。 このうち、

「Yahoo!不動産」賃貸物件情報掲載に関する広告取次業務による収入は、受託開発と比べて安定的であり、当社の

ストック要素売上を構成する売上であります。  

現時点においては、新規顧客向けに受託開発の新規受注を増やすのではなく、自社の新サービスの開発にフォー

カスする戦略をとっており、クラウドサービスの成長をサポートする事業であると捉えております。 

なお、ヤフー株式会社が運営する「Yahoo!JAPAN」の一部である「Yahoo!不動産」向けに新築マンション及び新

築一戸建て物件情報を掲載するための登録を行う業務（入稿センター業務）は、平成23年11月末をもって契約を終

了しております。  

  

クラウドソリューション事業の品目別売上高構成要素 

（用語の注釈） 

システム基盤 

   アプリケーションとオペレーティングシステムとの中間に位置し、特定の機能やサービスを提供する情報システム

全体の中核をなすミドルウエアの総称。つまり、アプリケーションが円滑に動くように支えているシステムの土台

部分のことをいう。 

ソリューション 

業務上の問題点の解決や要求の実現を行なうための情報システム。専門の業者が顧客の要望に応じてシステムの設

計を行ない、必要となるあらゆる要素（ハードウェア、ソフトウェア、通信回線、サポート人員など）を組み合わ

せて提供することをいう。 

ＡＳＰ（アプリケーション・サービス・プロバイダー） 

パッケージソフトをユーザに直接販売せず、インターネット等を通じて賃貸契約でアプリケーションの使用を提供

するサービス形態をいう。 

事業 要素 品目区分 構成要素 

ク 

ラ 

ウ 

ド 

ソ 

リ 

ュ 

丨 

シ 

ョ 

ン 

事 

業 

ストック

要素 

①クラウドサービス 

（クラウド運用業務） 

(ⅰ) 不動産物件情報管理データベース（基本機能） 

(ⅱ) 各種不動産媒体向けデータ変換システム（出稿機能） 

(ⅲ) 不動産物件情報一覧表示機能・検索機能  

(ⅳ) 不動産会社向け自社ホームページ構築機能   

(ⅴ) 不動産会社向けモバイル（携帯電話、スマートフォン）サイト構築

機能 

(ⅵ) 賃貸管理システム  

(ⅶ) 不動産会社向け営業支援機能・顧客管理機能 

(ⅷ) 不動産会社向け企業間物件情報流通サイト構築機能 

②ネットワーク・ソ

リューション 

(ⅰ) システム受託運用サービス 

(ⅱ) 「TRUSTe」取得等セキュリティ対策コンサルティング・サービス 

③アドヴァンスト・ 

 クラウドサービス 

（クラウド開発業務） 

(ⅰ) 広告取次業務 

フロー 

要素 

(ⅱ) 不動産会社向け顧客固有のシステム構築に関する受託開発 

(ⅲ) サーバ入稿用物件情報データ変換システム開発 

(ⅳ) 不動産会社向けＷｅｂインターフェイス開発 

(ⅴ) プロキュアメント・サービス（ハードウェア及びソフトウェア等の

仕入及び販売） 
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SaaS（Software as a Service：ソフトウェア・アズ・ア・サービス） 

   SaaSとは，「Software as a Service」のアルファベットの頭文字をとったもので、日本語では「サービスとして

のソフトウエア」と訳される。 

ソフトウェアの機能のうち、ユーザが必要とするものだけをサービスとして配布し利用できるようにしたソフト

ウェアの配布形態であり、サービス型ソフトウェアとも呼ばれる。個々のユーザが本当に必要な機能のみを利用

したい時に利用でき、利用した機能に応じた分だけの料金を支払う。このようなサービス形態をSaaSと呼ぶ。 

クラウド（cloud） 

パッケージソフトウェアを顧客に直接販売せず、インターネットを通じて、賃貸契約でアプリケーションの使用を

提供するサービス形態をいう。また、ソフトウェアの機能のうち、ユーザーが必要とするものだけをサービスとし

て配布し利用できるようにしたソフトウェアの配布形態をいう。情報処理システムをどのように構築・運用するか

を「利用者」の視点で表した用語で、ネットワーク、特にインターネットを介して利用者がサービスの提供を受け

るインフラのことを指す。 

アップセル 

ある商品の購入を考えている客に対し、希望よりも上位で高い商品を勧める販売方法。または、従来からの顧客

に、上位で高い商品への買い換えを勧める販売方法。 

ホスティング 

顧客の情報システム用ソフトウェアのために自社のサーバ(ハードウェア)の一部を間貸しするサービス。顧客サイ

ドのメリットとしてハードウェア投資を抑えることが可能になることが挙げられる。 

ハウジング 

顧客の通信機器や情報システム用のハードウェアを自社の回線設備の整った施設に設置するサービス。 

「コロケーション(colocation)」サービスとも言う。 

TRUSTe（トラストイー） 

個人情報取り扱いに関する、米国の非営利団体が認定する保護認証規格。日本国内での認定業務は有限責任中間法

人日本プライバシー認証機構が提携組織として請け負っている。Webサイトの個人情報保護の信頼性を客観的に判

断できるように、第三者機関が審査し認証する個人情報保護認証規格である。 

コンポーネント 

何らかの機能をもったプログラム/システムの部品。 

ライブラリ 

プログラムやデータなどをひとまとまりに登録したファイルのこと。 
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（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、以下の３つの経営方針を柱として事業活動を行っております。 

①不動産の物件情報及び顧客情報の管理システムをはじめとする不動産業に欠かせないシステム・アプリケーショ

ンをクラウドサービスとして提供する会社としてNo.１になる。 

②情報通信技術の進化に対応し、将来のITインフラ環境に適応した不動産業向けITソリューション・プロバイダを

目指す。 

③IT技術を通じて、不動産市場における情報の質と量の問題を改善し、不動産会社と消費者の双方にメリットを実

現していくことで不動産市場の成長と発展に貢献する。 

当社グループは、不動産会社の業務に必要なシステムをクラウドサービスとして提供し、不動産業向けクラウドサ

ービスのリーディングカンパニーを目指してまいります。 

 当社グループは、不動産関連業界を主な市場と位置づけ、不動産会社にとって欠くことの出来ない物件情報及び顧

客情報をデータベース化し、消費者のニーズに応えると共に業務の効率化を図るためのシステム・アプリケーション

を不動産会社向けにクラウドサービスとして提供する会社として主導的地位を築いてまいります。 

当社グループは、IT技術を通じて不動産市場及び不動産業務における様々な課題を解決し、顧客である不動産会社

並びにその不動産会社の顧客である一般消費者に満足していただけるようなシステム・アプリケーションを提供する

ことで、不動産市場及び不動産業界の成長と発展に貢献し、社会に付加価値を提供することによって、当社の利益を

最大化してまいります。 

当社グループは、不動産分野に特化したクラウド提供者として、営業レバレッジ及び開発レバレッジの効く業界特

化型クラウドソリューション事業の成功モデルを確立し、成長を実現してまいります。 

（２）目標とする経営指標 

 当社は、成長途上の段階にあり、事業規模の速やかな拡大と利益創出基盤の拡大が急務であります。当面の指標と

しては売上高及び利益水準を重視し、増収増益基調を維持しながら、将来の更なる成長のための基盤づくりを推進し

ていく所存です。今後の事業戦略としては、クラウドサービスの比重を一層高めていく計画ですが、クラウドサービ

スの成長ドライバー（成長要因）となるのは、①顧客数、及び②顧客単価（月額）であります。中長期的には、中小

規模の不動産会社まで拡販が進むことを前提に、①顧客数：10,000社、並びに②顧客単価（月額）：30,000円～

50,000円以上を達成することを目標としております。 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、不動産業界向けにクラウド型不動産物件情報管理データベース・システムの提供（クラウドサー

ビス）及び不動産業界向けシステム・アプリケーションの開発（アドヴァンスト・クラウドサービス）を通じて、当

社の不動産物件情報管理データベース・システムを業界のデファクト・スタンダードとすべく事業を推進しておりま

す。その過程で不動産業共通の業務効率化ニーズ及びIT化ニーズを集積し、サービス化することでノウハウを蓄積し

てまいりました。今後は、主力サービスであるクラウド型不動産物件情報管理データベース・システムの拡販を通じ

て顧客基盤を一層拡大し、さらに他企業との協業を柔軟且つ適時に行うことで、その展開を加速化させて行きたいと

考えております。 

 また、不動産物件情報の流通形態に関しても、消費者がインターネット媒体に期待する度合いが大きくなってお

り、当社グループは不動産会社向けに提供する各種アプリケーションを進化させていくことによって、消費者が求め

る物件情報を不動産会社が提供できる環境を作り出し、収益機会の拡大を図っていきたいと考えております。 

 今後不動産情報の検索、表示及び告知方法は、インターネット関連技術の進歩並びに消費者がインターネットに期

待する役割が増大していくことに伴い、大きく変化していく可能性があります。当社グループは、当社グループの持

つ不動産業務ノウハウ、データベース構築技術及びインターネット技術を組み合わせて行くことで、消費者並びに不

動産業界にとって最適な情報の利用と提供をIT技術を通じて支援し、社会に新しい付加価値を提供していくことで、

当社の企業価値を高めていく所存であります。 

 更に、当社グループのシステム・プラットホームが、市場規模に対して充分な割合の不動産会社に浸透した段階に

おいては、より円滑な不動産物件情報の流通を促進することを目的としたマーケットプレイス機能を提供し、市場全

体の利便性向上を図ると共に、新たな収益機会の実現を目指していきたいと考えております。 

３．経営方針
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（４）会社の対処すべき課題 

わが国の経済及び情報サービス業界においては、重要なITインフラであるインターネットの普及やインターネット

利用者の増加を背景に、インターネット周辺の様々な分野で新たなビジネスチャンスが創出されつつあります。この

ような環境のもと、当社グループの課題としては、主に以下の４項目を認識しております。 

①成長の原動力としての人材の確保・育成 

当社グループは顧客の問題を解決するITソリューションを提供しており、今後顧客基盤及び事業規模を一層拡大し

ていくためには、優秀な人材こそが最重要経営資源であります。優秀な人材の採用及び教育による早期戦力化は、当

社グループのような成長ステージの企業にとって最重要課題であり、継続的な採用活動及び社内教育体制の整備に努

め、今後の事業拡大局面において、機動的かつ迅速な事業展開を行い得る組織体制の整備に取り組んでまいります。

②クラウドサービスの拡大に伴う取り組み 

 当社グループは、受注状況に収益が左右されやすいフローの要素であるアドヴァンスト・クラウドサービスの受託

開発部分の売上高に占める割合を高めていくのではなく、当社グループが主力サービスと位置づけるストック要素で

あるクラウドサービスの売上高に占める割合を、不動産物件情報管理データベース・システムの拡販を通じて、高め

ていくことで、より安定的な収益構造を築いてまいります。 

 現在、中期目標であるクラウドサービス顧客数10,000社に対応可能となる設備投資及び社内体制の整備については

ほぼ完了しており、今後は、各拠点（大阪支店、福岡支店及び名古屋支店）をはじめとした全国規模の拡販強化とそ

れを支えるための営業体制の強化を推進していくことで、クラウドサービスの拡大を実現し、増収増益を目指してい

く所存であります。 

③新サービス開発への取り組み 

 当社グループは、不動産業向けシステム・アプリケーションをクラウドサービスとして提供する企業として競争力

を維持向上させていくために不動産会社のニーズに対応した新サービスの開発に積極的に取り組んでおります。 

これら新サービスを既存顧客への追加サービスとして追加契約を積み増していくこと（顧客単価増進）に加え、新

規顧客の積極的な契約獲得をすること（顧客数増進）により、営業活動を推進していく所存であります。今後も不動

産業界のシステムニーズをくみ取り、タイムリーにサービス開発に生かしていくことで、付加価値の高いクラウド型

システム・アプリケーションを提供していく所存であります。 

当社グループでは、「クラウド・コンピューティング」にいち早く取り組んできた企業として、かねてよりクラ

ウドサービスとして自らが提供するITサービスの可用性、継続性（つまり、お客様にとって便利で使いやすい最新の

サービスがいつでも利用可能であること）を確保・維持するための対策を講じることは極めて重要な責務であると認

識し、ITサービスマネジメントシステム（ITSMS）の構築とその運用に努めてまいりました。当社は「ISO/IEC20000-

1:2005」認証を取得したことで、当社のITサービスマネジメントにおいて、適切かつ厳格な管理体制が整っているこ

とが公的に評価されことになりますが、今後もお客様へサービス提供を行う企業として、サービス内容についてお客

様にご満足いただけるよう、当社「ITサービス基本方針」に基づき、ITSMSの改善を続けていくと同時に、第三者視

点を取り入れたサービス品質の向上を継続的に実施してまいります。 

④機密情報管理に対する取り組み 

顧客へのシステム・アプリケーションの提供にあたり、個人情報及び顧客情報、機密情報の取扱い及びセキュリテ

ィ体制の整備を引き続き推進していく所存です。情報の取扱いに関する社内規程の適切な運用、定期的な社内教育の

実施、システム・プラットフォームの一層のセキュリティ強化、システム監査の強化、情報取扱いに関する内部監査

等を推進するとともに、情報セキュリティマネジメントシステムの標準規格である「ISO/IEC27001:2005

（JIS Q 27001:2006）」認証の維持・強化を推進してまいります。 

（５）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。  
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 723,672 677,957

受取手形及び売掛金 217,215 84,150

商品 303 －

仕掛品 227 4

前払費用 30,578 26,735

繰延税金資産 32,740 19,633

その他 1,885 3,756

貸倒引当金 △6,026 △3,921

流動資産合計 1,000,595 808,316

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備 44,198 44,198

減価償却累計額 △24,042 △27,227

建物附属設備（純額） 20,156 16,971

工具、器具及び備品 426,515 429,463

減価償却累計額 △333,176 △376,419

工具、器具及び備品（純額） 93,338 53,043

リース資産 － 106,043

減価償却累計額 － △16,107

リース資産（純額） － 89,936

有形固定資産合計 113,494 159,951

無形固定資産   

商標権 1,087 1,608

ソフトウエア 836,183 669,657

ソフトウエア仮勘定 53,894 352,247

無形固定資産合計 891,165 1,023,514

投資その他の資産   

出資金 30 30

ゴルフ会員権 30,163 22,300

敷金及び保証金 142,223 115,362

破産更生債権等 5,111 －

長期前払費用 4,858 3,451

繰延税金資産 3,368 4,494

貸倒引当金 △5,096 －

投資その他の資産合計 180,659 145,638

固定資産合計 1,185,318 1,329,104

資産合計 2,185,913 2,137,420
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

未払金 144,070 131,725

リース債務 － 22,869

未払法人税等 133,444 617

前受金 40,435 43,186

預り金 9,284 10,094

賞与引当金 39,319 36,950

その他 21,206 4,969

流動負債合計 387,760 250,413

固定負債   

リース債務 － 68,944

預り保証金 55,322 49,346

固定負債合計 55,322 118,291

負債合計 443,083 368,704

純資産の部   

株主資本   

資本金 623,911 628,361

資本剰余金 713,679 718,129

利益剰余金 539,286 560,744

自己株式 △134,046 △138,519

株主資本合計 1,742,830 1,768,716

純資産合計 1,742,830 1,768,716

負債純資産合計 2,185,913 2,137,420
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 2,374,824 2,118,797

売上原価 952,876 705,309

売上総利益 1,421,948 1,413,487

販売費及び一般管理費   

役員報酬 152,780 178,620

給料 373,238 429,258

減価償却費 27,370 69,695

賞与引当金繰入額 21,002 23,841

法定福利費 59,892 74,623

地代家賃 100,228 100,785

貸倒引当金繰入額 1,809 －

その他 267,215 318,600

販売費及び一般管理費合計 1,003,537 1,195,424

営業利益 418,411 218,063

営業外収益   

受取利息 524 387

貸倒引当金戻入額 － 6,718

雑収入 54 190

営業外収益合計 579 7,296

営業外費用   

支払利息 － 265

支払手数料 96 37

営業外費用合計 96 302

経常利益 418,894 225,057

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,945 －

特別利益合計 1,945 －

特別損失   

固定資産除却損 ※1  2,439 ※1  116

事業整理損失 － ※2  19,750

ゴルフ会員権評価損 － 7,863

貸倒損失 828 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,559 －

特別損失合計 5,827 27,730

税金等調整前当期純利益 415,012 197,326

法人税、住民税及び事業税 197,077 96,194

法人税等調整額 △5,081 11,980

法人税等合計 191,996 108,174

少数株主損益調整前当期純利益 223,015 89,151

当期純利益 223,015 89,151
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 223,015 89,151

包括利益 223,015 89,151

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 223,015 89,151
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 614,810 623,911

当期変動額   

新株の発行 9,100 4,450

当期変動額合計 9,100 4,450

当期末残高 623,911 628,361

資本剰余金   

当期首残高 704,578 713,679

当期変動額   

新株の発行 9,100 4,450

当期変動額合計 9,100 4,450

当期末残高 713,679 718,129

利益剰余金   

当期首残高 368,399 539,286

当期変動額   

剰余金の配当 △52,128 △67,694

当期純利益 223,015 89,151

当期変動額合計 170,887 21,457

当期末残高 539,286 560,744

自己株式   

当期首残高 △115,905 △134,046

当期変動額   

自己株式の取得 △18,140 △4,473

当期変動額合計 △18,140 △4,473

当期末残高 △134,046 △138,519

株主資本合計   

当期首残高 1,571,882 1,742,830

当期変動額   

新株の発行 18,201 8,900

剰余金の配当 △52,128 △67,694

当期純利益 223,015 89,151

自己株式の取得 △18,140 △4,473

当期変動額合計 170,948 25,885

当期末残高 1,742,830 1,768,716

純資産合計   

当期首残高 1,571,882 1,742,830

当期変動額   

新株の発行 18,201 8,900

剰余金の配当 △52,128 △67,694

当期純利益 223,015 89,151

自己株式の取得 △18,140 △4,473

当期変動額合計 170,948 25,885

当期末残高 1,742,830 1,768,716
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 415,012 197,326

減価償却費 297,410 343,405

固定資産除却損 2,439 116

事業整理損失 － 19,750

ゴルフ会員権評価損 － 7,863

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,512 △7,201

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,901 △2,368

受取利息及び受取配当金 △524 △387

支払利息 － 265

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,559 －

売上債権の増減額（△は増加） 24,123 135,815

破産更生債権等の増減額（△は増加） 7,200 5,111

たな卸資産の増減額（△は増加） 394 599

未払金の増減額（△は減少） △3,562 5,894

未払消費税等の増減額（△は減少） 7,980 △15,052

預り保証金の増減額（△は減少） △18,812 △5,975

その他 313 38

小計 729,923 685,201

利息及び配当金の受取額 530 388

利息の支払額 － △238

事業整理に伴う支出 － △19,750

法人税等の支払額 △151,150 △227,188

営業活動によるキャッシュ・フロー 579,303 438,412

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △48,005 △5,219

無形固定資産の取得による支出 △382,676 △428,152

敷金及び保証金の償還による収入 1,595 26,374

敷金及び保証金の差入による支出 △188 △187

投資活動によるキャッシュ・フロー △429,274 △407,183

財務活動によるキャッシュ・フロー   

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △14,228

株式の発行による収入 18,201 8,900

自己株式の取得による支出 △18,140 △4,473

配当金の支払額 △51,298 △67,142

財務活動によるキャッシュ・フロー △51,237 △76,943

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 98,790 △45,714

現金及び現金同等物の期首残高 624,882 ※1  723,672

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  723,672 ※1  677,957
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該当事項はありません。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 

株式会社いい生活不動産 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。  

２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の関連会社 －社 

(2)持分法を適用していない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等 

該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

株式会社いい生活不動産の決算日は３月31日で連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産 

① 商品 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

② 仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物附属設備    ８～18年 

工具、器具及び備品 ３～20年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

 但し、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。  

④ 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

償却期間 ５年 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収不能見込額を計

上しております。 

② 賞与引当金   

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支払見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しており

ます。 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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(4)重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

① 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる案件 

工事進行基準（案件の進捗率の見積は原価比例法） 

② その他の案件 

工事完成基準  

(5)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。  

(6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。  

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

※２ 事業整理損失の内容は次のとおりであります。 

平成23年11月末日をもって終了したヤフー入稿センターに係る業務を行ってきた事業部門を閉鎖したことに伴

う退職関連費用であります。 

前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加3,156株は、新株予約権の行使による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の増加623株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。 

（７）追加情報

（８）連結財務諸表に関する注記事項

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

工具、器具及び備品 千円 421   千円 116

ソフトウエア仮勘定  2,017    －

計  2,439    116

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）１  68,151  3,156  －  71,307

合計  68,151  3,156  －  71,307

自己株式         

普通株式（注）２  2,990  623  －  3,613

合計  2,990  623  －  3,613
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加1,482株は、新株予約権の行使による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の増加178株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）第４回新株予約権の減少は、権利行使期間終了に伴う権利不行使による失効であります。 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 第４回新株予約権（平成17年） 普通株式  1,500  －  －  1,500  －

合計 －  1,500  －  －  1,500  －

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資  
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  52,128 利益剰余金  800 平成22年３月31日 平成22年６月24日

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資  
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  67,694 利益剰余金  1,000 平成23年３月31日 平成23年６月27日

  
当連結会計年度期
首株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）１  71,307  1,482  －  72,789

合計  71,307  1,482  －  72,789

自己株式         

普通株式（注）２  3,613  178  －  3,791

合計  3,613  178  －  3,791

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高
（千円） 

当連結会計
年度期首 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 第４回新株予約権（平成17年） 普通株式  1,500  －  1,500  －  －

合計 －  1,500  －  1,500  －  －
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３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（注）平成24年６月28日開催の定時株主総会において議案として付議する予定であります。 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※２ 重要な非資金取引の内容 

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社及び連結子会社１社で構成される当社グループは、親会社（当社）においてクラウドソリューション事業

を展開しており、連結子会社において不動産事業を展開しております。したがって、当社は「クラウドソリュー

ション事業」及び「不動産事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「クラウドソリューション事業」は、不動産業を営む企業を主な顧客としたクラウドサービスの提供等を行っ

ており、主なサービスとして、クラウドサービス、アドヴァンスト・クラウドサービス、ネットワーク・ソリュ

ーションを提供しております。「不動産事業」は、主に当社従業員向け住宅紹介支援サービス、不動産の売買仲

介及び賃貸仲介の業務を行っております。  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資  
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  67,694 利益剰余金  1,000 平成23年３月31日 平成23年６月27日

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資  
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月28日 

定時株主総会(予定) 
普通株式  75,897 利益剰余金  1,100 平成24年３月31日 平成24年６月29日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

現金及び預金勘定 723,672千円 677,957千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 －  －  

現金及び現金同等物 723,672  677,957  

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 千円 － 千円 106,043

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

（単位：千円）

（注）減価償却費には長期前払費用の償却費が含まれております。  

当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

（単位：千円）

（注）減価償却費には長期前払費用の償却費が含まれております。  

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円）

  
クラウドソリューショ

ン事業 
不動産事業 合計 

売上高                  

(1）外部顧客への売上高  2,373,927  897  2,374,824

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  600  3,600  4,200

計  2,374,527  4,497  2,379,024

セグメント利益  415,405  1,770  417,175

セグメント資産  2,183,864  4,246  2,188,111

セグメント負債  443,157  438  443,595

その他の項目                  

減価償却費  297,021  389  297,410

有形固定資産及び無形固定資産の増加額  451,529  －  451,529

  
クラウドソリューショ

ン事業 
不動産事業 合計 

売上高                  

(1）外部顧客への売上高  2,118,100  696  2,118,797

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高  240  2,400  2,640

計  2,118,340  3,096  2,121,437

セグメント利益  215,867  1,139  217,007

セグメント資産  2,134,228  5,205  2,139,434

セグメント負債  368,786  246  369,033

その他の項目                  

減価償却費  343,068  336  343,405

有形固定資産及び無形固定資産の増加額  520,882  －  520,882

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  2,379,024  2,121,437

セグメント間取引消去  △4,200  △2,640

連結財務諸表の売上高  2,374,824  2,118,797
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 （単位：千円）

  

（単位：千円）

  

（単位：千円）

  

（単位：千円）

Ⅰ 前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）

Ⅱ 当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。 

利益 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  417,175  217,007

セグメント間取引消去  1,236  1,056

連結財務諸表の営業利益  418,411  218,063

資産 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  2,188,111  2,139,434

セグメント間債権債務の相殺消去  △2,197  △2,013

連結財務諸表の資産合計  2,185,913  2,137,420

負債 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計  443,595  369,033

セグメント間債権債務の相殺消去  △512  △328

連結財務諸表の負債合計  443,083  368,704

その他の項目 

報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額 

前連結会計
年度 

当連結会計
年度 

前連結会計
年度 

当連結会計
年度 

前連結会計
年度 

当連結会計
年度 

減価償却費  297,410  343,405  －  －  297,410  343,405

有形固定資産及び無形固定資産の
増加額 

 451,529  520,882  －  －  451,529  520,882

ｂ．関連情報

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

ヤフー株式会社  910,356 クラウドソリューション事業 

㈱いい生活（3796）　平成24年3月期決算短信

29



２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

ヤフー株式会社 531,532 クラウドソリューション事業 

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭25,745 72

１株当たり当期純利益金額 円 銭3,386 18

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 

円 銭3,312 50

１株当たり純資産額 円 銭25,634 31

１株当たり当期純利益金額 円09銭1,314

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 

円 銭1,290 73

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額         

当期純利益（千円）  223,015  89,151

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  223,015  89,151

普通株式の期中平均株式数（株）  65,861  67,843

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
    

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（数）  1,465  1,227

（うち新株予約権分）  (1,465)  (1,227)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権 

株主総会の特別決議 

平成17年６月28日 

（新株予約権 個 株） 

平成17年６月28日 

（新株予約権 個 株） 

   

500 1,500

786 2,358

新株予約権 

株主総会の特別決議 

平成16年６月29日 

（新株予約権 個 株） 

平成17年６月28日 

（新株予約権 個 株） 

   

21 63

786 2,358

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 721,372 674,256

売掛金 217,267 84,171

商品 303 －

仕掛品 227 4

貯蔵品 311 238

前払費用 30,577 26,735

繰延税金資産 32,740 19,633

その他 1,625 3,523

貸倒引当金 △6,026 △3,921

流動資産合計 998,399 804,641

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備 44,198 44,198

減価償却累計額 △24,042 △27,227

建物附属設備（純額） 20,156 16,971

工具、器具及び備品 425,539 428,487

減価償却累計額 △332,549 △375,695

工具、器具及び備品（純額） 92,989 52,791

リース資産 － 106,043

減価償却累計額 － △16,107

リース資産（純額） － 89,936

有形固定資産合計 113,146 159,699

無形固定資産   

商標権 1,087 1,608

ソフトウエア 836,183 669,657

ソフトウエア仮勘定 53,894 352,247

無形固定資産合計 891,165 1,023,514

投資その他の資産   

関係会社株式 1,684 1,684

ゴルフ会員権 30,163 22,300

敷金及び保証金 141,623 114,762

破産更生債権等 5,111 －

長期前払費用 4,298 3,131

繰延税金資産 3,368 4,494

貸倒引当金 △5,096 －

投資その他の資産合計 181,154 146,373

固定資産合計 1,185,465 1,329,587

資産合計 2,183,864 2,134,228
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

未払金 144,345 131,894

リース債務 － 22,869

未払法人税等 133,264 437

未払消費税等 19,805 4,865

前受金 40,527 43,278

預り金 9,284 10,094

賞与引当金 39,319 36,950

その他 1,288 104

流動負債合計 387,835 250,495

固定負債   

リース債務 － 68,944

預り保証金 55,322 49,346

固定負債合計 55,322 118,291

負債合計 443,157 368,786

純資産の部   

株主資本   

資本金 623,911 628,361

資本剰余金   

資本準備金 713,679 718,129

資本剰余金合計 713,679 718,129

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 537,162 557,470

利益剰余金合計 537,162 557,470

自己株式 △134,046 △138,519

株主資本合計 1,740,706 1,765,441

純資産合計 1,740,706 1,765,441

負債純資産合計 2,183,864 2,134,228
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 2,374,527 2,118,340

売上原価 952,876 705,309

売上総利益 1,421,651 1,413,031

販売費及び一般管理費   

役員報酬 152,780 178,620

給料及び手当 373,238 429,258

賞与引当金繰入額 21,002 23,841

法定福利費 59,892 74,623

地代家賃 100,228 100,785

減価償却費 26,981 69,358

貸倒引当金繰入額 1,809 －

その他 270,314 320,676

販売費及び一般管理費合計 1,006,246 1,197,163

営業利益 415,405 215,867

営業外収益   

受取利息 530 387

貸倒引当金戻入額 － 6,718

受取賃貸料 1,236 1,056

雑収入 39 －

営業外収益合計 1,806 8,162

営業外費用   

支払利息 － 265

支払手数料 96 37

営業外費用合計 96 302

経常利益 417,115 223,726

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,945 －

特別利益合計 1,945 －

特別損失   

固定資産除却損 2,439 116

事業整理損失 － 19,750

ゴルフ会員権評価損 － 7,863

貸倒損失 828 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,559 －

特別損失合計 5,827 27,730

税引前当期純利益 413,232 195,996

法人税、住民税及び事業税 196,897 96,014

法人税等調整額 △5,081 11,980

法人税等合計 191,816 107,994

当期純利益 221,416 88,001
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 614,810 623,911

当期変動額   

新株の発行 9,100 4,450

当期変動額合計 9,100 4,450

当期末残高 623,911 628,361

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 704,578 713,679

当期変動額   

新株の発行 9,100 4,450

当期変動額合計 9,100 4,450

当期末残高 713,679 718,129

資本剰余金合計   

当期首残高 704,578 713,679

当期変動額   

新株の発行 9,100 4,450

当期変動額合計 9,100 4,450

当期末残高 713,679 718,129

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 367,874 537,162

当期変動額   

剰余金の配当 △52,128 △67,694

当期純利益 221,416 88,001

当期変動額合計 169,287 20,307

当期末残高 537,162 557,470

利益剰余金合計   

当期首残高 367,874 537,162

当期変動額   

剰余金の配当 △52,128 △67,694

当期純利益 221,416 88,001

当期変動額合計 169,287 20,307

当期末残高 537,162 557,470
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

自己株式   

当期首残高 △115,905 △134,046

当期変動額   

自己株式の取得 △18,140 △4,473

当期変動額合計 △18,140 △4,473

当期末残高 △134,046 △138,519

株主資本合計   

当期首残高 1,571,357 1,740,706

当期変動額   

新株の発行 18,201 8,900

剰余金の配当 △52,128 △67,694

当期純利益 221,416 88,001

自己株式の取得 △18,140 △4,473

当期変動額合計 169,348 24,735

当期末残高 1,740,706 1,765,441

純資産合計   

当期首残高 1,571,357 1,740,706

当期変動額   

新株の発行 18,201 8,900

剰余金の配当 △52,128 △67,694

当期純利益 221,416 88,001

自己株式の取得 △18,140 △4,473

当期変動額合計 169,348 24,735

当期末残高 1,740,706 1,765,441
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該当事項はありません。 

（１）役員の異動 

該当事項はありません。  

（２）生産、受注及び販売の状況 

①生産実績 

 当社グループのクラウドソリューション事業におけるアドヴァンスト・クラウドサービスは、受注生産であるた

め、当該品目に係る生産実績はその販売実績と一致しております。従って、当該品目に係る生産実績に関しては販

売実績の欄を参照してください。 

②受注状況 

 当連結会計年度のクラウドソリューション事業における受注実績を品目別に示すと、次の通りであります。 

（注）１．金額は販売金額で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

    ２．アドヴァンスト・クラウドサービスに係る受注の状況を記載しております。 

③販売実績 

 当連結会計年度のクラウドソリューション事業における販売実績を品目別に示すと、次の通りであります。 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の通りで

あります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

（４）継続企業の前提に関する注記

６．その他

品目 受注高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

アドヴァンスト・クラウドサービス 

（クラウド開発業務） 
 508,390  57.4  560  32.9

品目 
当連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

前年同期比（％） 

クラウドサービス 

（クラウド運用業務）（千円） 
 1,569,563  108.6

アドヴァンスト・クラウドサービス 

（クラウド開発業務）（千円） 
 509,531  57.4

ネットワーク・ソリューション 

（千円） 
 39,005  93.4

合計（千円）  2,118,100  89.2

相手先 

前連結会計年度  
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度  
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

ヤフー株式会社  910,356  38.3  531,532  25.1
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